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2011年度政府予算および政策に関する要請書

　国民生活の安定に尽力されておられる貴職に対し敬意を表します。

　さて、2011年度予算編成にむけた作業が進められている段階にあたり、下記の課題についてのご検討と積極的な対応を要請します。

記

1.　道路や河川の維持管理業務については、日常のパトロールで危険箇所を点検し、日々刻々と変わるずい道、クラック、橋梁等の状況変化を確実に捉え、的確に対処する必要がある。そのためには経験と知識の蓄積が不可欠であることから、正規職員により業務を行うことを基本とし、安易な民間委託を行わないよう自治体に対する指導を強化すること。自治体における人材育成ならびに人員体制の充実をはかるとともに、職員の機動力拡充にむけた取り組みを推進すること。

2.　道路行政における瑕疵管理責任の対象や許認可の件数が増加し、それにあわせて住民の苦情も増加の傾向にある。こうした状況を改善するため、修繕に関わる要求・実施件数などを調査・公表するとともに、道路法42条に規定する「道路の維持または修繕に関する技術的基準」を定める政令を早急に制定すること。

　　また、未制定の政令に代わるものとして道路管理者については「道路の維持修繕等管理要領」が定められているが、制定された当時からは交通状況や道路・自動車等をめぐる技術等が大きく変化していることは明らかであり、実態に見合ったものとなっているか点検をすると同時に、実態にそぐわない場合には見直しを行うこと。

3.　維持修繕等を現場で速やかに行うためには、実際の作業に当たる現業職員が道路管理者、河川、砂防管理者の権限を持つ必要がある。これらの権限付与については知事の権限であり、自治体判断によるものであることを認めること。

4.　2011年度予算編成の特徴について

　　次年度予算に関して、特徴的事項を明確にするとともに、現在、事業推進中の各既存事業や使用者への影響をライフラインとしての下水道（汚水処理）サービスを視点に、具体に提示されたい。

5.　2011年度政府政策について

　(１)　公共下水道（農水事業含む）処理告示区域内の単独浄化槽等は、すみやかに下水道へ接続する必要があると考えられるが、地域によっては、接続率が上がっていない地域もあり、各自治体に対し公共水域の環境保全や汚水処理政策の見直しなどの指導を含め、公共水域の環境保全を視点に効果的な対策を講じること。また、国として効果的・効率的な汚水処理政策を実現するため、浄化槽撤去費用の一部補助など現行の補助規定の拡大化をはかり、早期に接続をめざした取り組みを検討されたい。

　(２)　合流式下水道の緊急改善対策は、下水道法改正により全国191都市に対し改善対策が義務づけられ、事業実施進捗状況の評価も公表されていますが、2009年末には目標達成年度までに目標達成がやや困難と評価される都市が30都市となっていることから、自治体の目標達成を確実とするための対策や対応を引き続き行うこと。

　(３)　処理施設や管路施設などの改築更新が急務となっているが、予算削減などにより効率的で効果的な事業推進となっているとは言えず、その弊害として、陥没事故などを誘発している現状を認識し、国として効果的な政策の実施と指導など抜本的な改築更新の推進にむけ財政的支援を継続すること。

　(４)　自治体の改革や団塊の世代の大量退職などにより、事業運営の判断ができる技術者の確保や育成ができないことなど、人的な課題を解決できる具体策を提示すること。また、下水道施行令に基づき、工事監督・維持管理などの職員が経験年数など法令を遵守する様に全国に周知されたい。また、検査担当職員の提起についても同施行令に明記すること。

　(５)　近年の請負契約などに関わる入札は、適正入札からかけ離れた低価格で入札されることが一般的となっている。その結果、労基法や労安法を遵守しない請負者も多くあることから、労働者の保護を視点とした法令遵守などの確認項目や検査の新設などの対応について、所管省としての対応をお願いしたい。さらに、国として、自治体発注請負契約に対し、公契約条例の制定推奨など、広域な視点から労働者保護の実効ある速やかな対応を各自治体に指導できるよう取り組むこと。

　(６)　アスベストによる健康被害は社会問題となっていますが、いまだアスベスト使用が確認され、ばく露の恐れのある施設も見られることから、所管する一つである貴省としての適正な指導ときめ細かな取り組みを実施すること。

　(７)　住民（使用者）が望む下水道（汚水処理）サービスについて、住民参加型の事業が展開できるように、下水道（汚水処理）の必要性などについて下水道の日などを活用し引き続きＰＲなどを積極的に行うこと。さらに、災害訓練の確実な実施を国として指導し、地域の取り組み事例としてＰＲすること。

　(８)　下水道法施行令で流入水に対する規定などから、除外施設の設置義務は規定されているが、着色水や悪臭などに対する法的規定を明確化することで、安定した下水道処理が可能となることから法令改正も含めて検討を行うこと。

　(９)　単体ディスポーザーについては、無秩序な普及とならないように排水設備の一部としての設置届の提出義務など、設置を把握する手法や導入を判断する指標の作成、設置後の料金設定基準の策定など具体的な対応を速やかに行うこと。また、自治労公営企業評議会と節目での意見交換を行うこと。

6.　一括交付金に関する共通要求

　　一括交付金制度について、地域特色を育むまちづくりを進めるためにも自治体の自由裁量を拡大し、地域が自己決定できる財源とすること。また、具体の制度設計では、一括交付金の対象となる補助金、交付金等の必要額を確保するとともに国の関与を事後チェックのみにするなど申請手続きの簡素化をはかるよう関係省庁へ働きかけること。

7.　道路・河川に関する要求

　(１)　国庫補助金がほぼ撤廃され、「社会資本整備総合交付金」へ制度が変更されたことから、今後、同総合交付金の内容をさらに明確化し、自治体の裁量を拡大するよう運用の改善をはかること。また自治体が策定する「社会資本整備計画」を充実させるため、予算枠の拡大に努めること。

　(２)　道路・河川に関する国直轄事業負担金制度における維持管理費の地方負担を廃止すること。また、事務比率については、国庫補助事業と同様に基準を明確化すること。

　(３)　道路・橋梁・河川などの社会資本は、市民生活に密着した都市施設であり、安全で安心して生活するためには、都市基盤整備を良好に維持していかなければならない。劣化や老朽化にともなう更新や、適正な維持管理および機能維持に必要な情報を提供すること。また、基準が定まっていない分野および各自治体の状況に見合った方向性を示すこと。

　(４)　地域の最先端で働き、市民ニーズを把握する現業労働者の持つ特性を再認識され、安全・安心なまちづくりに活かせる維持管理体制の確立と、より責務を果たせる体制を構築すること。

　(５)　道路法42条の精神・目的を充実させるために、２項に掲げる道路に関する必要な事項について政令で定めること。

8.　公園に関する要求

　(１)　都市公園は、今日、震災時における延焼防止、避難地、物流支援の拠点としての重要性が高く認識されている。また、都市の再生上でもその魅力を高めるなど、重要な役割を担っており、その整備は緊急の課題である。都市における公園整備事業を促進するための必要な財政措置をはかること。

　　　①　既存の補助金・交付金を概ね統合した「社会資本整備総合交付金」が創設されたが、今日までに策定した特定計画や個別補助事業の事業期間を勘案し、都市公園事業費の予算確保に努めること。

　　　②　救援・復興活動拠点となる防災公園の整備は急務であり、短期集中的に進めるための必要な財政措置の拡充をはかること。

　　　③　公園整備の用地取得については、補助率を１/３から１/２に引き上げること。

　　　④　市街地における地域防災力の強化や、土地の有効活用に貢献する施策の拡充をはかること。

　　　⑤　安全で快適に利用できる都市公園対策としての犯罪防止・遊具施設等の新たな改修に対する補助制度の拡充・改善をはかること。

　　　⑥　景観緑三法の目的を実現し、都市における公園、緑地の整備を推進するため借地公園要件の緩和をはかること。

　(２)　広域的で連続した緑を保全・創出するために、都道府県や区市町村間など、事業主体が連携して事業を推進するため、一体的な補助など緑地環境整備総合支援事業制度の拡充・改善をはかること。

　(３)　公園緑地・都市緑化の推進の重要性に鑑み、国民の深い理解と行動に結びつく緑化普及・啓発活動に積極的に取り組むこと。また、自治体が行う緑化普及・啓発事業等の支援制度の拡充・改善をはかること。

　(４)　地方への権限委譲において、具体的な内容は地方と十分な協議を行うこと。また、国と地方の役割において、公園緑地の整備や運用に関する根源的な事項（都市公園法等）は、国が一定の方向を示し、リーダーシップを発揮すること。

9.　都市計画に関する要求

　(１)　「コンパクトな市街地整備事業」を実施しやすくするため、事業の調査・計画段階における支援や、小規模な公共施設の設置に対しても交付金の交付対象とするなど、新たな社会経済状況に的確に対応しうる、市街地整備事業の制度整備をはかること。

　(２)　市街地整備事業などにかかる交付金制度について、各都市における事業進捗がはかられるよう、各都市の意見を十分踏まえた制度とすること。また、各都市の自主性を活かした事業実施が可能となるよう、交付金の執行に関して都市の裁量に委ねること。

　(３)　本年は、バリアフリー基本方針に示された整備目標年であることから、この間のバリアフリーの整備状況等を踏まえた上で、今後のバリアフリー施策のあり方を早急に明確にすること。また、整備目標を確実に達成するため、整備が困難な施設等への重点的な取り組みとあわせて必要な財政措置を講じるとともに、バリアフリー化を一層加速させること。

10. 住宅に関する要求

　(１)　入居収入基準（現行公営住宅法第23条第２号関係）について、早急に政令等の内容を示されたい。

　(２)　長寿命化計画等の事業を法定扱いできるよう法制度上の措置を講ずること。

　(３)　長寿命化計画での計画修繕等が管理代行等でも実施できるよう、新たな取り扱い等を示すこと。

11. 用地に関する要求

　(１)　土地収用法第88条の２の細目等を定める政令と公共用地の取得にともなう損失補償基準（いわゆる用対連基準）との整合性をとること。

　(２)　納税猶予農地等の譲渡を行った場合の税免除を行うこと。

　(３)　租税特別措置法の譲渡所得の特別控除の複数年にわたる通算適用又は適用年の選択をできるようにすること。

12. 港湾に関する要求

　(１)　港湾管理者の財政安定化のために次の措置を講じること。

　　　①　2010年度より社会資本整備総合交付金が創設されたが、本当に地方が使いやすい制度とするため、交付率の統一、対象事業の拡大および申請手続き等の簡素化をはかること。

　　　②　社会資本総合整備計画の認定にあたっては、地方の意向に最大限配慮すること。

　　　③  国有港湾施設は港湾管理者の費用負担で施設の維持管理をしているが、道路や河川では直轄区間の維持管理に関する地方負担は廃止されており、国有港湾施設の維持管理に要する費用も国が全額負担するような制度を構築すること。

　　　④　港湾政策に直結した交付金については、すべての港湾管理者（一部事務組合含む）に直接支出すること。

　(２)　改正ＳＯＬＡＳ条約（海上人命安全条約）について次の措置を講じること。

　　　①　2010年３月30日付け、国土交通大臣告示により、新たな保安施設の設置等が必要な状況となっている。また、当初設置した設備の改修も必要となり、管理者にとって大きな負担となっている。よって、新規設置費用も含め、港湾管理者の負担軽減策を講じること。

　　　②　保安対策を進めるにあたっては、港湾で働く労働者の人権の侵害や労働組合の活動の妨害等を招来することのないよう、慎重に行うこと。

　(３)　環境への負荷を軽減しながら物流の効率化を進めるため、鉄道や内航海運を活用するなど、次世代にクリーンな地球を残していく責務を果たしていくためにも、京都議定書を意識したモーダルシフトのより一層の推進をはかること。

　(４)　高潮・津波対策のための海岸保全施設の整備を推進するとともに、基幹的広域防災拠点や耐震強化岸壁の整備など港湾・海岸における総合的な防災対策を強化すること。

　(５)　国と港湾管理者の関係については次の点に留意すること。

　　　①　国は港湾管理者に対して、港湾計画の変更を行う際に、低未利用バースについては再編や削除を含んだ改善方策を検討するように強く通知してきた経緯があることから、今後については利用実態を十分に踏まえ、無理な港湾計画の変更を要求しないこと。

　　　②  適正化法施行規則にいう耐用年数を基準とした処分制限期間を定めること。また、残存価格についても率の縮減や期間を定めること。

　(６)　港湾は海運・交易を通じて世界各地の人々との交流や相互理解の窓口となってきた歴史があるが、ホルムズ海峡で邦船社所属船舶の爆発事件が発生するなど緊張状態が続いている。従って、港湾・海運のソフト面やハード面の人的・物的な貴重な資源を危険にさらさないためにも、港を核とした地域づくり支援策の推進にあたっては、港湾の歴史性に着目し世界各地の人々との交流や相互理解による緊張緩和などの施策に重点をおいた予算措置を講じること。

　(７)　フェニックス計画について次の措置を講じること。

　　　①　廃棄物処理法の改正による構造基準の強化や跡地利用の制限強化に対応して、廃棄物埋立護岸の整備・延命化に対する支援制度の充実や竣功後の残余配分の見直しを行うなど、港湾管理者の負担増とならない措置を講じること。

　　　②　廃棄物処理法の改正や有害物質除去をうたった土壌汚染の取扱基準等による跡地利用の制限が強化されるなかで、管理型処分地にあっては、跡地利用による護岸築造費用の捻出は困難である。結果として、港湾管理者だけが費用負担を強いられることにならないよう排出者負担を組み込んだ新しい枠組みの構築をはかること。

　　　③　廃棄物処理法の改正により、管理型処分場から排出される保有水等について、現在の集水・排水方法では排出基準に適合するには長期間を要するため、港湾管理者による早期土地利用が困難な状況である。処分場終了後、早期に港湾利用が可能な土地利用をはかるため、保有水の集水・排水方法や覆土厚など、埋立、造成に関する技術研究と対策を検討、実施すること。

　　　④　処分地の可能な限りの長期利用・延命化をはかるとともに、貴重な海面を埋め立て廃棄物を受け入れる側として、ごみの減量化・資源化および再利用を積極的に推進するように排出者側に働きかけること。また、跡地の管理リスクを港湾管理者のみが負うのではなく、国をはじめ関係機関で分かち合う仕組みを構築すること。

　(８)　府省共通ポータル（Ｓｅａ－ＮＡＣＣＳ）について、次の措置を講じること。

　　　①　府省共通ポータルへの対応に基づく港湾管理者の独自システム改修等に際しては、引き続いて財政補助を行うこと。

　　　②　港長業務において、電子申請（Ｓｅａ－ＮＡＣＣＳ）の普及を理由としたファクシミリ受付の終了措置がなされているが、届出内容によっては電子対応できないケースもある。結果として、窓口での届出に逆戻りしているケースが発生しており、府省共通ポータル設置の理念を尊重し、利用者の利便性を維持する観点からも、柔軟な対応をはかること。

　(９)　現在500総トン以上の船舶に搭載が義務づけられているＡＩＳシステムについて、国内法の整備等により、この搭載義務をすべての船舶に拡大するとともに、それにともなう必要な財政措置を講じること。また、ＡＩＳシステムから得られる航行データ等について、港湾管理者とデータの共有を行うこと。

　(10)　カナダ・アメリカと日本の二国間におけるアジア型マイマイガにかかる国家間の合意事項について、実際にはその対策にかかる負担が港湾管理者にかかる事態となっているため、国土交通省が国の責任において、港湾を対象としたこれらの対応について積極的に関与し、またしかるべき財政措置を講じること。

　(11)　重要港湾103港のなかから、重点的に予算配分が行われる重点港湾が選定されたが、国によって一方的に選定することは問題がある。少なくとも、交通基本法の制定にむけた基本的な考え方に示された移動権や地方公共交通の活性化、交通の三位一体化による低炭素化などの理念を適用し、各港湾管理者の意見・要望を十分に踏まえる必要があると考えるが、国の認識を示していただきたい。また、選定から外れた港湾に対する補助金や交付金などの資金面を含め具体的な施策を明らかにすること。

以　　上　　

－ 7 －


